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高山村議会議員 沖島 祥介            
質 問 事 項 質問の趣旨 

１、村外への人口流

出抑制策として奨学

金返還支援の導入を 

藤沢村政の公約は正式には発表されていませんが、新聞記事によりますと、

「人口流出抑制をまず着手」と大きくうたわれています。そこで、奨学金を

利用した方が、返済期間中に本村で居住し、生活するようになったら、その

後の返済金額を支援する政策の導入の実現に向けて、再度質問いたします。 

 

質問要旨と質問 

① 現在、本村の奨学金制度は自宅外通学で私立の大学へ通う場合の貸与額は

最大で月額５万円、４年間合計 240 万円になります。返済は奨学を受けた

期間の３倍の期間内での返済ということで 12 年間になります。 

大学を卒業し、首都圏等に一度は就職しても、高い住居費ほか様々な問題

で地元に戻ってこようかと思われる方にとって、ひとつの良いきっかけに

なるのではと思われます。いかがでしょう？ 

 

② 国では若者の地方への定着を推進する施策として、地方公共団体が奨学金

の返還支援に要した経費を特別交付税措置の対象としています。前回の質

問において、「仮に本村が奨学金返済支援制度を導入した場合、若年層の

人口流出超過にあたるので、0.3 の措置率が 0.5 の措置率に適用されると

認識している」と、教育長が答弁されております。本村にとって非常に有

利な措置率と思いますが、いかがでしょう？ 

 

③ 令和５年６月１日現在、全国で奨学金返還支援を行っている地方公共団体

は 42 都道府県・717 市区町村あります。長野県では半数以上の 58.4％に

あたる 45 市町村で行っており、導入している自治体が年々増えている状

況です。いかに各自治体が奨学金貸与の学生の方々を地元へ戻って欲しい

状況かと思われます。いかがでしょうか？ 

 

 

④ 少子化といわれている背景には将来、子どもの教育費にお金がかかること

が大きな問題であると言われております。制度導入により、少しでも明る

い光が見えて、少子化対策にもつながるのではと思います。いかがでしょ

う？また、本村においても、人口の増加による普通交付税の増額のほか、

その方が生活することで、本村に様々な経済効果が生まれます。 

消滅する可能性のある自治体からの脱却を含め、ひとつの人口流出抑制策

につながるのではないでしょうか？ 

奨学金返還支援の導入の実現を求めます。 

 



※ 質問の趣旨・要旨は、わかりやすく記載するようご配慮ください。 

質 問 事 項              質問の趣旨 

２、地域おこし協力

隊の活用について 

 行政ではできなかった柔軟な発想で、その目的に特化した仕事をこなす地

域おこし協力隊を有効に活用することは、本村にとって必要な施策かと思い

ます。経費については、特別交付税措置があるので、村が特別に財源を支出

することがなく、また、任期後に定住することが条件なので、移住策にもつ

ながる良い制度だと思います。以前も質問しましたが、積極的な活用を望み

ます。 

質問要旨と質問 
① 制度の概要は都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移動し、

生活の拠点を移した者を、地方公共団体が「地域おこし協力隊員」として

委嘱。隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開

発・販売・ＰＲなどの地域おこしの支援や、農林水産業への従事、住民の

生活支援などの「地域協力活動」を行いながら、その地域への定住、定着

を図る取組。とあります。本村にとってうってつけの施策ではないでしょ

うか？ 

 

② 現在、地域おこし協力隊は 7,000 人を超えて、そのうち約 7 割の方々がそ

の地域に住んで活躍しています。総務省は令和 8 年に 10,000 人を目標に

しています。それを踏まえて、令和５年度から「地域おこし協力隊受入サ

ポートプラン」を新たに創設しています。募集にあたっての経費も 200

万円から上限 300 万円に拡充されています。また、「おためし地域おこし

協力隊」「地域おこし協力隊インターン」など様々な受け入れ態勢を整え

ています。さらに任期終了後に定住するための空き家改修に要する経費も

地方財政措置をしており、空き家対策などにも活用できます。本村にとっ

て様々な点において有利な制度と思います。いかがでしょうか？ 

 

質 問 事 項 質問の趣旨 
３、本村で話題にな

った出来事をもう一

度見直し、その歴史

を残すことが、観光

資源になるのでは 

 

本村において、過去、話題になった出来事は多々あると思いますが、現状、

それらを歴史としてしっかり残していないのが現状です。「その出来事は遠い

昔の話だ」と村内にずっとお住みの方は思うかもしれませんが、初めて本村

を訪れる方の中には「なるほど、そんな話題の出来事がこの高山村にあった

のだ」と改めて本村の魅力を再発見し、観光客が少しでも増えるのかと思い

ます。そこで、そういった事実（歴史）をしっかりと残すことが必要と思い

ます。肖像権うんぬんではなく、本村で起こった歴史として残せば問題ない

と思います。 

質問要旨と質問 

① 昭和 57 年に天皇陛下は学生の頃、タコチコースをスキーで滑られた。 

② 平成 16 年４月に吉永小百合主演で第 29 回日本アカデミー賞受賞作品 

「北の零年」の映画撮影を水中の枝垂れ桜で行った。 

③ 山田温泉で令和５年６月１日 藤井聡太６冠が最年少で初の名人位を獲

得、７冠を達成！！ 

例えば以上のような出来事が本村において観光客集客においても大きな出

来事ではないかと思います。しかし、はっきりと明示した所がありません。

それぞれ適した場所にしっかり明示することが必要かと思います。地方創生

には地域の魅力や資源を活用することが重要です。本村の恵まれた自然と共

に過去の出来事を後世にしっかり残すことが本村の観光資源と言えるのでは

ないでしょうか？しっかりと担当部署を決めての実現を望みます。 

 


